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令和３年度全国農業委員会会長代表者集会 実施方法について

（新型コロナウイルス感染対策を踏まえた実施方法）

令和３年12月2日（木）

全 国 農 業 会 議 所

１．本代表者集会は、会場への直接参加とリモート参加による併用開催。リモ

ート参加についてはYouTube(ユーチューブ)によるライブ配信（視聴のみ）

のため、視聴者からの質問等の受付けはできません。

２．会場は、入口専用と出口専用に分けています。入口では、手指消毒と体温

測定を実施してから入場していただきます。発熱を示す参加者がいた場合

には、入場をご遠慮いただき、同行の事務局及び全国農業会議所事務局と

相談し帰宅等の対応を協議するものとします。

また、来賓には専用の出入口を定め、事務局職員を設置する。

３．会場内ではマスク着用をお願いします。

４．開会中は、間隔をあけて着席してください。（着席不可の印を用意）

５．発言等については、原則、演台・司会席のみとし、アクリル板を設置し、

飛沫拡散防止に努めています。

６．感染対策のため、参加者の会場内での質問等の発言は控えていただきます

ようお願いします。なお、基調講演等への質問等には、資料内に質問用紙

を配布していますのでご記入ください。会場参加者の質問はご記入いただ

いた用紙を回収し、リモート参加者は後日事務局を通じて受付けて回答し

ます。

７．開会中、参加者に対して、気分が悪くなった場合には速やかに事務局に知

らせていただくようお願いします。

８．会場内を含め敷地内も禁煙です。

以上
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要請決議

【第１号議案】

「人・農地など関連施策の見直し」に関する

要請決議（案）

 
-　　4　　-



 
-　　5　　-



【第1号議案】

「人・農地など関連施策の見直し」に関する要請決議（案）

１．「人・農地プラン」の法定化に当たって

（１）法定化する「人・農地プラン」の内容等について

「人・農地プラン」の法定化に当たっては、農地の集積・集

約化を進めるため、将来の農地利用の在り方を示した地図（目

標地図）を明確化すること。

（２）「人・農地プラン」の策定・決定等について

市町村は「人・農地プラン」の策定に当たり、農業委員会及

び関係機関の意見を十分聴取すること。また、農業委員会ネッ

トワーク機構が担い手の情報を収集し市町村に提供できる仕組

みを強化すること。

特に「目標地図」については農業委員会が農業の現場で収集

した農地情報を十分尊重し策定すること。さらに「目標地図」

に位置づけられた農地について農地バンクは原則としてもれな

く引き受けること。

（３）「農地利用最適化取組集中実施期間」の設定と推進体制の整

備について

「人・農地など関連施策の見直し」を踏まえ改正された関連

法の施行後５年間を「農地利用最適化取組集中実施期間」に位

置づけ、「人・農地プラン（目標地図）」の実現に向けて農地の

利用関係の調整等に重点的に取り組むこととすること。

このような取り組みを専属的に担う人材として市町村・農業

委員会・農業委員会ネットワーク機構に専任で業務を行う職員

等を設置すること。

２．「担い手への農地の集積・集約」に向けて

今般の「人・農地など関連施策の見直し」に当たり、今後の担
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い手への農地の集積・集約に向けた目標設定の際の対象農地や担

い手の範囲を農業・農村現場の実態を踏まえ明確にすること。

３．農村地域の持続的土地利用の推進

担い手の高齢化・減少により農地の集積・集約化の推進が困難

な中山間地域等において、持続的な土地利用の観点から地域の話

し合いをベースに放牧等の粗放的な農地利用を含めた農用地の保

全活動を計画的に推進するための制度的な仕組みを構築するこ

と。

その際、農地中間管理機構関連農地整備事業の内容の拡充や要

件緩和を図ること。また、農用地区域の用途区分の詳細設定の措

置を講じること。

加えて、地域の話し合いによる農山漁村発イノベーション施設

等の整備については、農業上の土地利用との調整を十分に図りつ

つ対応すること。

４．有機農業の取組面積の拡大に向けて

「みどりの食料システム戦略」による2050年までに有機農業の

取組面積を全耕地面積の25％（100万㌶）とする目標の実現に向

けた取り組みについて、「人・農地など関連施策の見直し」（人・

農地プランの法定化による目標地図の作成等）との整合性に留意

して推進すること。

５．機動的な農業委員会組織の運営について

今般の「人・農地など関連施策の見直し」を積極的に推進して

いくため、農業委員会活動の機動性を発揮する観点から農業・農

村の実態を踏まえ農業委員と農地利用最適化推進委員の併存配置

のあり方について検討するとともに、農業委員の認定農業者過半

要件について省令で定める例外要件の緩和について検討するこ

と。
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申し合わせ決議

【第２号議案】

「地域の農地を活かし、担い手を応援する全国運動」

の推進に関する申し合わせ決議(案)

【第３号議案】

「情報提供活動」の一層の強化に関する申し合わせ

決議(案)
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【第２号議案】

「地域の農地を活かし、担い手を応援する全国運動」の推進に

関する申し合わせ決議（案）

われわれ農業委員会組織は、「地域の農地を活かし、担い手を応援する全

国運動」に取り組み、地域農業の持続的な発展に向けてまい進している。

令和元年度以降、農業委員・農地利用最適化推進委員は、「人・農地プラ

ン」を実質化するため、「農地所有者等の意向把握」と「集落での話し合い

への参加」に積極的に取り組んできた。

農林水産省は本年５月に取りまとめた「人・農地など関連施策の見直し」

において、「人・農地プランの法定化」、その際の「農業委員会が現場で収

集した農地等情報の活用」、「農地バンクの貸借の運用の抜本的見直し」等、

農業委員会組織が取り組んでいる「農地利用の最適化」の成果と課題を踏

まえた意見・提案を受け止めた内容となっている。

農業委員会組織はこの流れを加速するため、改正農業委員会法施行５年

経過を踏まえ下記により、「新たな農地利用最適化」に取り組むことをここ

に申し合わせ決議する。

記

１.農地利用最適化活動を加速する活動と成果目標を設定しよう

（１）意欲的な活動と成果の目標を設定しよう

改正農業委員会法の施行５年経過を踏まえ、農地利用最適化の更なる活

動の強化に向けて、農業委員会系統組織における統一的な取組として、全

国全ての農業委員会で意欲的な成果目標と活動目標を設定するとともに活

動の進捗管理を徹底しその実現を目指すこと。

（２）日常的な農地の見守り、農家への声掛けを活動の起点に位置づけよう

農地利用最適化活動について農地の見回り等の「農地の見守り活動」や

仲間の農家等の声に耳を傾ける「農家への声掛け活動」等の日常活動を「新

たな農地利用最適化」活動の起点として明確に位置付け取り組むこと。
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（３）活動記録簿の記帳と農業委員会活動の公表を徹底しよう

全ての農業委員・農地利用最適化推進委員が農地利用最適化の取り組み

を活動記録簿に記帳し、定期的に集計・点検・評価するとともに、その結

果を公表し、農業委員会活動への周知と理解の増進に努めること。

２．「人・農地プラン」による農地利用の最適化に全力で取り組もう

（１）「人・農地プラン」の実現に取り組もう

① 「人・農地プラン」に位置づけられた中心経営体等への農地の利用調

整やマッチングに積極的に取り組むこと。

② 併せて、担い手同士の話し合いを推進し、農地の利用権交換等の手法

による、農地の集約化の取り組みを強化すること。

③ 「人・農地プラン」の法定化における「目標地図」の実現に向け、地

域の農地の出し手・受け手の意向把握の取り組みを一層強化すること。

④ 農地情報公開システムのデータの適時更新に取り組むこと。

（２）農地中間管理機構との連携を強化しよう

① 農業委員会が把握した農地の利用意向等の情報を確実に農地中間管理

機構と共有し、農地中間管理事業を通じた農地の集積・集約に結びつけ

ること。

② 集落等の全ての農地を農地中間管理機構に一括貸し付ける「地域まる

っと中間管理方式」の導入を検討すること。

（３）「人・農地プラン」の作成・見直しを推進しよう

① 担い手不足等の理由によって「人・農地プラン」の作成が遅れている

地域に対して、関係機関・団体と連携した働きかけを行うとともに、農

業委員会として農業者や農地所有者等の意向把握による将来を考える機

運の醸成に努めること。

② 農地利用の意向調査を踏まえて、農業委員会として集落の話し合い等に積

極的に参加するとともに、地域農業の将来を考える機運の醸成による「人・農地

プラン（目標地図）」の作成を推進すること。
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３．農業者の声、地域の声を「意見の提出」に取りまとめよう

（１）地域の農業者等の意見の積み上げを図ろう

地域の農業者と農業委員会との意見交換会や座談会を実施し、農業・農

村現場の課題の解決に向けた意見を積み上げること。

（２）関係行政機関への「意見の提出」を徹底しよう

農地の見守りと戸別訪問等の日常活動の中から農業・農村の問題を幅広

く汲み上げ、全ての農業委員会において、農業委員会法第38条に基づく市

町村等行政機関に対する「意見の提出」をはじめとする政策提案や要請活

動に取り組むこと。
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【第３号議案】

「情報提供活動」の一層の強化に関する申し合わせ決議（案）

農業委員会の情報提供活動は、農業委員会法第６条第３項第２

号「農業一般に関する調査及び情報の提供」に明記されている。

農業委員会が必須業務として推進する「農地利用の最適化」は、

地域の農業者や住民に対する情報提供活動による農地制度や農業

施策等の積極的かつ効果的な発信が重要不可欠である。

このため、全国の農業委員・農地利用最適化推進委員が一丸と

なり、『情報提供活動なくして農地利用の最適化なし』の気概をも

って、全国農業新聞、全国農業図書の普及・活用、「農業委員会だ

より」の発行などの情報提供活動の一層の強化を図る必要がある。

よって、以下の３つの取り組みについて、ここに決議する。な

お、戸別訪問や集落座談会等を行って活動を展開する際は、新型

コロナウイルスの感染拡大防止に最大限努めながら、効果的かつ

実効ある取り組みを講ずることとする。

記

１．全国農業新聞の「農業委員数と農地利用最適化推進委員数の

５倍以上の購読部数達成に向け、農業委員・農地利用最適化推

進委員１人毎年２部以上の新規購読者申込み確保」の取り組み

を強化しよう

全国の農業委員と農地利用最適化推進委員は、「全国農業新聞」

の農業委員・推進委員の皆購読を基本にして、“３カ年運動”の最

終年度の取り組みを一層強化しよう。

その最も重要な実践活動である「全国農業新聞」の普及拡大に

より、地域の農業者に対する農地利用の最適化活動の理解促進と

農業施策等の浸透を図ろう。そのために、新聞本紙はもとより、「新

たな電子版」の発行、「オンライン講座」などの購読者サービスの

充実を積極的にＰＲしよう。
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２．｢全国農業図書｣を必読・常備するとともに、研修会等資料へ

の活用、農業者への啓発に取り組もう

全国の農業委員と農地利用最適化推進委員は、「全国農業図書」

の必携図書並びに農業委員会事務局の常備図書を必読し、農業委

員会業務の知識習得に努めよう。

さらに、農業委員会主催及び市町村部局等と連携して行う研修

会等でも、「全国農業図書」を活用し、農業委員会関係者をはじめ、

地域農業者への農業施策等の浸透を図ろう。

３．「農業委員会だより」の発行、市町村広報やインターネット

の活用等を通じた農業委員会活動の“見える化”を徹底しよう

「農業委員会だより」の発行や市町村広報誌での「農業委員会

コーナー」などの確保及びインターネットの活用を通じて、地域

の農業者や住民に対する農業委員会活動に関する情報発信を徹底

しよう。

これらの取り組みの気運を醸成するため、農業委員会は、全国

農業会議所が実施する「農業委員会だより全国コンクール」に積

極的に応募しよう。
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活動事例報告

「農業委員・農地利用最適化推進委員の

活動記録の取り組み」

佐賀県神埼市農業委員会 西村 睦雄 会長

 
-　　20　　-



 
-　　21　　-



1

30 2,608ha 84.1
2,665ha 86.8

2
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２０２１年度様式 記　入　例
農業委員会 活動記録報告書 （ ○○ 年 ◆ 月分） ○ 枚目

【活動項目一覧】　こちらよりお選びください。
大　　項　　目 小　 　項　 　目

１　法令による農業委員会の ①総会、研修会等の出席　 ②申請事前相談、申請地の現地確認等　 ③紛争の調停・仲介
　権限事項（法第6条第1項） ④農地情報収集（通常の農地の見回り活動）と提供　 ⑤その他（具体的に）

※ ２ ～ ４は、農地利用最適化推進業務です。（法第6条第2項）

２　実質化された人・農地プラン
　に係る活動 ③話合いに必要な農地地図の作成、話合いの準備活動等

３　担い手への農地の集積・ ①上記２-④を除く農地集積・集約化等の調整活動　 ②農地中間管理機構との連携活動
　集約化の推進活動
４　遊休農地の発生防止・
　解消活動 ③遊休農地所有者に対する相談活動　 ④その他（具体的に）

　合理化（法第6条第3項の1）
６　農業一般に関する調査及び ①農業者の会合等への参加　 ②全国農業新聞・全国農業図書の普及や活用
 情報の提供（法第6条第3項の2) ③農業一般に関する調査活動　 ④その他（具体的に）

○○ 年 ◆ 月△△ 日 活動項目 ２ － ② 人・農地プランの話合いへの参加
（共に活動した方）

（活動の具体的な内容）
○○地区の人・農地プランの話合いに参加する。

実活動時間　 ・地区の人・農地プランの実質化に向けた協議について

19 ： 00 ～ 21 ： 00 ・地区の中心経営体（担い手、法人組織）の確認について

主な活動場所 ・地区における貸借が可能な農地の情報交換について　など

○○地区公民館
（活動の結果、課題）

・成果　未達成　　・理由　出、受双方

　　今後も皆で地域の課題の解決に向けた話合いを続けることになった。

○○ 年 ◆ 月○△ 日 活動項目 ３ － ① 農地集積・集約化等の調整活動
（共に活動した方）

活動班（○○推進委員、□□推進委員）
（活動の具体的な内容）

相談者は、高齢で耕作等できないので農地を貸したいとのこと。

実活動時間　 推進委員とともに、新たな受け手の掘り起こしを行うことになった。

16 ： 00 ～ 17 ： 00 ○○地区は法人化しておらず、受け手となる担い手も少ないので、周辺地区の

主な活動場所 法人組織や担い手にを検討してみることとなった。

○○地区相談者宅、現地
（活動の結果、課題）

・成果　達成 この地区は法人しておらず、

受け手も少ないので、今後も同様の相談があると思われる。

○○ 年 ◆ 月△□ 日 活動項目 ３ － ③ 新規参入の促進活動
（共に活動した方）

活動班（○○推進委員、□□推進委員）

実活動時間　
（活動の具体的な内容）

■■さん親子より、子の就農相談を受ける。アスパラガスの

13 ： 30 ～ 15 ： 30 施設園芸用地として、○○地区の○△さんのハウス解体後の農地を相談されて

相 2：00 いたので、農地の貸し借りの話合いに、活動班にて参加した。

主な活動場所 ○△さんは地域の法人に賃貸したい意向で、合意できなかった。

○○地区公民館
（活動の結果、課題）

・成果　未達成　　・理由　出 ■■さん親子は自己所有地や

別を検討することになった。今後も相談があると思われる。

事務局長 係　長 係　員 提出年月日： ○○ 年 ○ 月 ○○ 日
決
裁
欄

委員の氏名： ○○ ○○ ㊞

５　法人化その他農業経営の ①法人化の支援活動　 ②複式農業簿記・青色申告の推進等　 ③経営の合理化の推進活動
④農業者年金の普及推進活動　 ⑤その他（具体的に）

※ 実活動時間は15分、30分、1
時間単位で記載してください。
半日（4時間以内）、1日（4時間
以上～8時間）と考えておりま

※ 活動班単位での活動は、各
委員とも、同じ内容でのご報告
をお願いします。

①農地所有者等への意向把握（ｱﾝｹｰﾄ等）　 ②人・農地プランの話合い（地域協議）への参加

③新規参入の促進活動　 ④その他（具体的に）
①農地利用状況調査　 ②遊休農地解消対策の農地パトロール（継続的な現地把握活動）

小項目より転記、
具体的に記載

小項目より転記、
具体的に記載

④人・農地プランにおいて担い手や農地中間管理機構へ農地集積・集約化させるための調整活動

小項目より転記、
具体的に記載

○○地区農業者　18名、ＪＡ2名、神埼市農政水産課2名、
活動班（○○推進委員、□□推進委員）
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２０２１年度様式 記　入　例
農業委員会 活動記録報告書 （ ○○ 年 ◆ 月分） ○ 枚目

【活動項目一覧】　こちらよりお選びください。
大　　項　　目 小　 　項　 　目

１　法令による農業委員会の ①総会、研修会等の出席　 ②申請事前相談、申請地の現地確認等　 ③紛争の調停・仲介
　権限事項（法第6条第1項） ④農地情報収集（通常の農地の見回り活動）と提供　 ⑤その他（具体的に）

※ ２ ～ ４は、農地利用最適化推進業務です。（法第6条第2項）

２　実質化された人・農地プラン
　に係る活動 ③話合いに必要な農地地図の作成、話合いの準備活動等

３　担い手への農地の集積・ ①上記２-④を除く農地集積・集約化等の調整活動　 ②農地中間管理機構との連携活動
　集約化の推進活動
４　遊休農地の発生防止・
　解消活動 ③遊休農地所有者に対する相談活動　 ④その他（具体的に）

　合理化（法第6条第3項の1）
６　農業一般に関する調査及び ①農業者の会合等への参加　 ②全国農業新聞・全国農業図書の普及や活用
 情報の提供（法第6条第3項の2) ③農業一般に関する調査活動　 ④その他（具体的に）

５　法人化その他農業経営の ①法人化の支援活動　 ②複式農業簿記・青色申告の推進等　 ③経営の合理化の推進活動
④農業者年金の普及推進活動　 ⑤その他（具体的に）

①農地所有者等への意向把握（ｱﾝｹｰﾄ等）　 ②人・農地プランの話合い（地域協議）への参加

③新規参入の促進活動　 ④その他（具体的に）
①農地利用状況調査　 ②遊休農地解消対策の農地パトロール（継続的な現地把握活動）

④人・農地プランにおいて担い手や農地中間管理機構へ農地集積・集約化させるための調整活動

○○ 年 ◆ 月○○ 日 活動項目 ４ － ② 遊休農地解消対策の農地パトロール
（共に活動した方）

活動班（○○推進委員、□□推進委員）

実活動時間　
（活動の具体的な内容）

活動班で□□地区の遊休農地の状況を現地確認し、解消の

13 ： 30 ～ 17 ： 30 状況や、新たに発生した遊休農地を調査し、内容を地区公民分館で取りまとめて、

今後の遊休農地の解消等に向けた対応を話合う。

主な活動場所 ・成果　未達成　　・理由　出

　大字○○　□□地区農地
（活動の結果、課題）

遊休農地は解消されておらず、その周辺も遊休農地化していた

□□地区公民館 ので、地区生産組合長や所有者などに聞取りする活動を検討する。

○○ 年 ◆ 月□△ 日 活動項目 ３ － ④ 農業者との意見交換（あぜ道立ち話）
（共に活動した方）

活動班（○○推進委員、□□推進委員）

実活動時間　
（活動の具体的な内容）

○●地区の農地パトロールの際に、現地圃場において△△さん

16 ： 00 ～ 16 ： 30 ●◇さんと対面し、今後の地域の農地の集積等について意見交換する。

相 0：30 ○●地区も農業者が高齢化しているため、農事法人や、地区外の担い手と相談を

主な活動場所 していくとの方針を、先日の寄合いで話し合ったことを聞き受けた。　

○●地区内、現地
（活動の結果、課題）

・成果　達成 どの地区も担い手の減少が課題である。

○●地区は徐々に人・農地プランの話し合いがなされていると理解した。

年 月 日 活動項目 －

（共に活動した方）

実活動時間　
（活動の具体的な内容）

： ～ ：

主な活動場所
（活動の結果、課題）

事務局長 係　長 係　員 提出年月日： ○○ 年 ○ 月 ○○ 日
決
裁
欄

委員の氏名： ○○ ○○ ㊞

小項目より転記、
具体的に記載

令和
小項目より転記、
具体的に記載

小項目より転記、
具体的に記載
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基調講演

「地域まるっと中間管理方式の導入について」

魅力ある地域づくり研究所代表

可知 祐一郎 氏

（元 愛知県農地中間管理機構理事長）
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A B C D E F G H

H30.6 H31.1 H30.5 R2.8 R2.12 R3.4 R3.7 R3.9

(ha) 34.5 8.5 71.1 36 70.4 63
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